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ＩBa- ３　　　　　戦後の女子高等教育改革とC I E　一旧専門学佼から新制大学誕生への生みの苦しみー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　信州大学教育　　　　　　草野篤子

　　〈i 的〉　第二次世界大戦後の日本の教育改革の中でも、女子高等教育における改革にit

　　画期的なものがあった。この時期の経緯を明らかにすることを意図して、連合軍総司令部

　　（CHO)民間情報教育局（CIE）教育課高等教育係の動向を把握し、女子高等教育をめぐ･5 Cl Eや

　　文部省の1946年から1948年の改革の足跡に分析・考察を加える。

　　〈方法〉　　1945-1952年の間、米軍文官としてCl E教育nで課長補佐としての任務を果たし

　　たJoseph C.Tra i norが、米国スタンフォー･]･'大学フーバー研究所公文書館(Hoover I ns ti -

　　tu ti 0 n A re hives.Stanford University）に託した｡トレイナー文書（Trainor Paper）等を主な

　　手がかりとし、加えて手紙やインタビューによって収集した情報をも解析の一助とす■5。

　　〈結果〉（1）1946年３月に来日した米国第一次教育使節団報告の主内容の一つtc.高等教育

　　は少数者の特権ではなく、多くのものに機会が与えられねばならないこと、総合大学の数

　　を増加さa- 弔基本的な計画が立てられろ必要があることがj* べられている。日本の大学設

　　置の認可は、戦前にIt文部省の権m下であったが、新制大学の設置に当たってルル・ホー

　　ムズ（Lulu．H.Ho lues）は、全国的な組織として大学基準協会をsa立し、大学設置基準にa合

　　すれif.女子大学であっても文部省が認可を与えなければならないft 組みを創り出した。

　　（2）ウォルター・イールズ（Walter Eel Is ）ii、1947年４月CIE教育課へ着任以来、ホームズ

　　やそれまでの教育課の方針とは異なった短期大学構想を持ち出す一方、お茶の水女子大学

　　など国立大学を含めて、i) 設準liS ができた大学を順次スタートさせていく方向に対して、

　　文部省の1949年の国立大学一括スタート案に一方的支持を与える等。教育IS を混乱させた。

ＩBa-4 アメリカ家政学の系譜　一学会誌分析－（第8報:家政教育学）

　　三重大教育　○吉本敏子　　　　　椙山女学園大学生活科学　東珠実
　　㈱アルバイトタイムス　渥美美晴　　金城学院大短大古寺浩

　　名古屋文理短大鈴木真由子　　　静岡大教育　菅原亜子村尾勇之

　目的　本研究の目的は、第１報以来述べてきたように、アメリカ家政学会誌分析を通し

てアメリカ家政学の特質と研究の動向を明らかにすることである。前報までの報告では、
分析の全対象論文の特定とその年代別・領域別の特徴を把握し、さらに「家政学原論」「

家庭経営学・家庭管理学」「食物学」「家庭経済学」「消費者問題・消費者教育」の５つ

について概観した。本報では、『家政教育学』の領域について、これに属する研究論文の
特徴を把握しながら、その系譜を明らかにする。

　方法　前報に準ずる。ここでは、分析対象論文5.765本の内、「家政教育学」の領域に
属する論文1.156本を分析の対象とし、次のような分析を行う。①分析対象論文を11の中

分類領域に分け、年代別領域構成を明らかにする。②年代間の類似性をみる。③各年代に

おける重点領域を中心に個々の論文について、主にタイトルを中心とした分析を行う。
結果　①年代別の論文数の推移をみると、全体的には減少傾向にあった。②中分類領域
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数が多いこと、また内容については10年代と40年代、制度については70年代と80年代、本

質については30年代と60年代に論文数が多いことがわかった。③偏差パターン類似率の算

定、群内平均法によるクラスター分析を行った結果、10年代と40年代、50年代・70年代と

80年代、20年代・30年代と60年代が類似していることが明らかになった。④各年代の論文

ついてタイトルを中心にキーワード化することによって、｢家政教育学｣領域の研究動向

を具体的に把握することができた。
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